
Ⅰ．我が国経済

１．四半期別ＧＤＰ速報

   　　　　（実質値、季節調整済前期比、 (  )内は寄与度、％）

2014年 2015年 2013年度 2014年度 2014年

（平成26年） （平成27年）（平成25年度）（平成26年度） 10－12月 １－３月 ４－６月 ７－９月 10－12月 （寄与度）

0.5 1.1 ▲ 0.4 0.3 ▲ 0.3 －

2.2 4.6 ▲ 1.4 1.4 ▲ 1.1 －

▲ 1.0 ▲ 1.0 0.7 1.7 0.7 －

(▲ 0.0) (0.0) (2.5) (▲ 1.6) (0.2) (1.1) (▲ 0.1) (0.1) ▲ 0.4 (▲ 0.4)

(▲ 0.1) (▲ 0.1) (1.7) (▲ 1.5) (0.1) (1.2) (▲ 0.3) (0.2) ▲ 0.5 (▲ 0.4)

民 間 最 終 消 費 支 出 ▲ 0.9 ▲ 1.3 2.3 ▲ 2.9 0.7 0.2 ▲ 0.8 0.4 ▲ 0.9 (▲ 0.5)

民 間 住 宅 ▲ 5.3 ▲ 2.6 8.8 ▲ 11.7 ▲ 0.4 2.1 2.3 1.6 ▲ 1.2 (▲ 0.0)

民 間 企 業 設 備 3.1 1.3 3.0 0.1 ▲ 0.1 2.9 ▲ 1.1 0.7 1.5 (0.2)

民 間 在 庫 品 増 加 (0.2) (0.6) (▲ 0.3) (0.6) (▲ 0.3) (0.6) (0.3) (▲ 0.2) － (▲ 0.0)

(0.1) (0.1) (0.8) (▲ 0.1) (0.1) (▲ 0.1) (0.2) (▲ 0.1) ▲ 0.1 (▲ 0.0)

政 府 最 終 消 費 支 出 0.1 1.1 1.6 0.1 0.3 0.2 0.5 0.2 0.6 (0.1)

公 的 固 定 資 本 形 成 0.4 ▲ 2.6 10.3 ▲ 2.6 1.0 ▲ 3.0 3.2 ▲ 2.1 ▲ 3.4 (▲ 0.2)

(▲ 0.0) (0.4) (▲ 0.5) (0.6) (0.3) (▲ 0.0) (▲ 0.3) (0.2) － (0.1)

財貨・サービスの輸出 8.3 2.7 4.4 7.8 3.2 2.1 ▲ 4.6 2.6 ▲ 0.8 (▲ 0.2)

財貨・サービスの輸入 7.2 0.2 6.7 3.3 1.1 1.9 ▲ 2.5 1.3 ▲ 1.4 (0.3)

▲ 0.2 2.5 1.9 ▲ 0.4 1.5 1.2 0.5 0.3 0.2 －

▲ 1.2 1.1 0.1 ▲ 1.0 0.1 0.8 ▲ 0.1 0.7 0.2 －

実質国民総所得(ＧＮＩ)

財貨・サービスの純輸出

実 質 雇 用 者 報 酬

国 内 需 要

民 間 需 要

公 的 需 要

2015年

      2015年10－12月期（２次速報）の実質国内総生産は、前期比0.3％減（年率1.1％減）となった。

▲ 0.0 0.5 2.0 （前期比年率）

実質国内総支出(ＧＤＰ)

（前年同期比）

▲ 1.0 

（備考）内閣府「国民経済計算」により作成。
基準年（実質値における指数算式のウェイト統合の基準となる年）：前暦年



   　　　　（名目値、季節調整済前期比、 (  )内は寄与度、％）

2014年 2015年 2013年度 2014年度 2014年

（平成26年）（平成27年）（平成25年度）（平成26年度）10－12月 １－３月 ４－６月 ７－９月 10－12月 （寄与度） （実額）

0.9 2.0 ▲ 0.1 0.6 ▲ 0.2 － －

1.3 2.2 2.1 3.5 2.1 － －

486.9 499.1 482.4 489.6 488.3 498.1 497.9 501.0 － － 499.8 

(2.0) (0.4) (2.9) (0.5) (0.4) (0.8) (▲ 0.0) (0.3) ▲ 0.4 (▲ 0.4) 503.1 

(1.4) (0.2) (2.1) (0.1) (0.3) (0.9) (▲ 0.1) (0.3) ▲ 0.5 (▲ 0.4) 377.7 

民 間 最 終 消 費 支 出 1.1 ▲ 1.1 2.5 ▲ 0.8 0.7 ▲ 0.3 ▲ 0.7 0.5 ▲ 0.8 (▲ 0.5) 290.7 

民 間 住 宅 ▲ 2.0 ▲ 1.7 12.0 ▲ 8.5 ▲ 0.3 2.4 2.0 1.6 ▲ 0.9 (▲ 0.0) 14.8 

民 間 企 業 設 備 4.5 2.4 3.9 1.6 0.5 3.0 ▲ 0.9 0.9 1.3 (0.2) 70.9 

民 間 在 庫 品 増 加 (0.2) (0.5) (▲ 0.4) (0.6) (▲ 0.2) (0.5) (0.3) (▲ 0.1) － (▲ 0.1) 1.4 

(0.6) (0.2) (0.8) (0.5) (0.1) (▲ 0.1) (0.1) (▲ 0.0) 0.0 (0.0) 125.3 

政 府 最 終 消 費 支 出 1.7 1.3 1.4 2.2 0.4 0.3 ▲ 0.0 0.3 0.7 (0.1) 102.5 

公 的 固 定 資 本 形 成 3.4 ▲ 1.6 12.4 0.4 1.2 ▲ 3.0 3.0 ▲ 1.9 ▲ 3.0 (▲ 0.1) 22.9 

(▲ 0.3) (2.1) (▲ 1.2) (1.0) (0.5) (1.2) (▲ 0.0) (0.4) － (0.2) ▲ 3.3 

財貨・サービスの輸出 11.4 3.3 13.3 10.5 6.6 ▲ 0.8 ▲ 3.7 2.8 ▲ 3.3 (▲ 0.6) 87.4 

財貨・サービスの輸入 11.4 ▲ 7.4 18.8 3.9 3.5 ▲ 6.5 ▲ 3.4 0.7 ▲ 4.0 (0.8) 90.7 

0.3 0.9 0.3 0.3 0.0 － －

2.3 3.3 1.5 1.8 1.5 － －

2015年

1.7 

1.7 2.0 ▲ 0.3 

（実額）

Ｇ Ｄ Ｐ デ フ レ ー タ ー

（前年同期比）

1.6 2.5 
（前年同期比）

2.5 

1.5 

財貨・サービスの純輸出

名目国内総支出(ＧＤＰ)

国 内 需 要

民 間 需 要

公 的 需 要

（備考）内閣府「国民経済計算」により作成。

体系基準年（名目値のベンチマークとなる年）：2005年
基準年（デフレーターにおける指数算式のウェイト統合の基準となる年）：前暦年
実額は季節調整系列（単位：兆円）



（参考）経済見通し等

2014年度 2015年度 2016年度

（平成26年度）（平成27年度）（平成28年度）

実績（％） 実績見込み（％程度） 見通し（％程度）

▲ 1.0 1.2 1.7 

(▲ 1.6) (1.1) (1.8)

(▲ 1.5) (1.2) (1.8)

民 間 最 終 消 費支出 ▲ 2.9 1.0 2.0 

民 間 住 宅 ▲ 11.7 2.8 3.8 

民 間 企 業 設 備 0.1 2.8 4.5 

(▲ 0.1) (▲ 0.2) (0.0)

政 府 最 終 消 費支出 0.1 1.4 0.4 

公 的 固 定 資 本形成 ▲ 2.6 ▲ 8.5 ▲ 2.1 

(0.6) (0.1) (▲ 0.1)

財貨・サービスの輸出 7.8 2.1 4.8 

（控除）財貨・サービスの輸入 3.3 1.4 5.2 

1.5 2.7 3.1 

2.5 1.5 1.4 

2.9 0.4 1.2 消 費 者 物 価 上 昇 率

民 間 需 要

公 的 需 要

財貨・サービスの純輸出

（ (  )内は寄与度）

ＧＤＰデフレーター

名 目 国 内 総 生 産

実 質 国 内 総 生 産

国 内 需 要

（備考）内閣府「平成28年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」により作成。
（備考）内閣府「国民経済計算」により作成。
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528兆円
（15年10－12月期）

（期）
（年）

実質ＧＤＰ成長率（前期比年率）

15年４－６月期：▲ 1.4％
15年７－９月期：＋ 1.4％
15年10－12月期：▲ 1.1％
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名目ＧＤＰの推移（兆円）

500兆円
（15年10－12月期）

（期）
（年）

名目ＧＤＰ成長率（前期比年率）

15年４－６月期：▲ 0.2％
15年７－９月期：＋ 2.6％
15年10－12月期：▲ 0.9％
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